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人 口 減少下における新中学校開校準備に関する研究

一下 田 市 の 中学校再編を事例 と してー

佐々 木 浩彦
New Junior High Schools' Preparations for Population Decreases: 

The Reorganization of Junior High Schools in Shimoda City 

Hirohiko SASAKI 

1 本研究の 目 的
本研究は、 下 岡 市 4 中学校統合 に よ る新中学校開校を事例 と して、 学校の在 り 方 を長期的な視

野に立っ て構想 し、 新たな学校づ く り を行 う た め に必要な視点を示す こ と を 目 的 と す る 。

そ の 中 で 、 教育の担い手であ る 教員 が 、 新 しい学校づ く り に主体的に 関 わ っ てい く こ と の で き

る視点や仕組みを提案する こ と で、 よ り 将来性の あ る 学校再編の在 り 方について考察す る 。

2 問題の所在
( 1 ) 問題の背景 と 学校再編の課題

r2005 年国勢調査J (総務省 2005. 12) では、 前年に比べ 日 本は人 口 減少社会へ と 移行 して い る

と の発表が あ っ た。 「 日 本の地域別将来推計人 口 J (国立社会保障 ・ 人 口 問題研究所 2018 年推計)

では、 日 本の人 口 は 2045 年 に は 10， 642 万人にな る こ と が試算 さ れてお り 、 現在の 人 口 12， 659

万人 (2018. 7. 1) の 8舗に ま で減少する こ と が予測 さ れて い る ロ 「人 口 動態統計J (厚生労働省

2018. 6. 1) に よ る と 、 2017 年に生まれた 子 ど も の 出生数は過去最少 を更新 し、 合計特殊出生率

は 1. 43 と 2 年連続で低下 している。 現在の 人 口 置換水準 2. 07 と 比較 し て も 、 少子化は さ ら に

進み人 口 減少社会が本格化する こ と が指摘 さ れて い る 。

こ の よ う な背景 を受け、 学校数の減少が進行 し て い る 。 学校基本調査 に よ れば、 2010 年度か

ら 8 年間の聞 に全国の小中学校で 2， 400 校あ ま り が減少 してお り 、 年間 300 校を超えるベースで

減少 している。 学級規模別学校数の 内訳に注 目 す る と 、 小学校は 46. 5財宝、 中学校は 51. 6閣が

「適正規模」 に満たない規模であ り 、 そ の 中 には複式学級 も一定程度含まれてい る 。 こ の よ う

に、 8 割以上の市区町村の学校規模に課題が あ る 一方で、 そ の 内 の 42%の市 区町村において検

討の予定が立っ ていない と い う 調査結果 (文部科学省 2017) も 示 さ れて い る 。 統廃合に よ っ て

小 ・ 中学校が 「適正規模」 を 回 復 し た と して も 、 再び学校再編の検討対象 と な る こ と や、 地理的

な問題 に よ り 統合の限界が訪れる こ と への課題が指摘 さ れて い る (屋敷 2012， 文部科学省 2017) 。

葉養 (201 1) は、 学校再編の課題は、 新た な学校を 「 どの よ う な教育 ビ ジ ョ ンで設計 し、 小 さ く

な っ た既存の学校では実現が難 しかっ た教育活動の壁 を ど う 突破する か」 で あ る と 述べてい る 。

し か し 、 児童生徒の教育環境を第ーに考え て学校再編が進め ら れ る に も かかわ らず、 新 しい教

育が生まれた と い う ほ どの変化が生 じていない こ と や、 従来型 を超え た新たな学校シス テ ム の在

り 方 を構想する と こ ろ ま では至 っ て い な し 、 (葉養 2011， 貞 広 2016) と の指摘が あ る。 その理由 と し

て 、 教育課程の 開発が必要だ と 分かつていて も 手が 回 ら ない現状が あ り 、 それを構想す る 立場の

人手不足の問題が挙 げ ら れ る 。 現在の と こ ろ 、 こ う した課題に対す る 正解は示 さ れてい ない。
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( 2  ) 筆者の感 じた 「置き去 り 感」 と 『教員の当事者性」
学校の 当 事者 と は、 生徒 と 教職員で あ る 。 学校再編 を決定す る プ ロ セ ス では、 保護者 ・ 地域 と

行政 と の 聞 に は合意形成の場が設 け られる が 、 生徒や教職員 と 行政 と の 間 に合意形成の場は設定

さ れない。 保護者や地域は当事者ではないが学校 と は密接な関係 に あ る か ら だ。 こ う したね じれ

構造の 中 に学校再編の問題はあ る 。 平成 21 年 5 月 、 市内 2 中学校の再編が検討 さ れ た の ち 、 統

合見送 り の結論 と な っ た事例か ら は、 筆者は 「置 き 去 り 感」 や 「教員 の 当 事者性」 に関する課題

を感 じていた。 それは、 学校再編の政策決定の場に教職員の意見が反映 さ れ る 仕組みが な い こ と

や、 教職員が積極的 に意見を述べ る べ き ではない と い う 意識 が あ る こ と について で あ る 。 そ の こ

と の何が問題で あ る か と 言 え ば、 当 事者で あ る 教員が 、 新たな学校づ く り に最大限に力 を発揮で

き る機会 を失っ て い る と い う こ と であ る 。

( 3  ) 下 田市の学校再編
下 田 市は、 2022 年 4 月 、 4 中学校統合に よ る 新 中学校開校 に 向 け て 準備 を進 め て い る 。 再編

に 向 けて、 「多様な考え に触れ、 認め合い、 協力 し合い、 切瑳琢磨する こ と を通 じて思考力や表

現力、 判断力、 問題解決能力 な ど を育み、 社会性や規範意識 を身につ け さ せてい く 」 こ と を第一

の 目 的 と し て い る 。 統合に よ っ て適E規模 を 回復する も のの、 数年で基準を下回 る こ と が予測 さ

れ、 やがて統合新校は小規模化 してい く 。 つま り 、 教育環境の適正化だ け に注視 した統合を行っ

て も 目 的が達成 さ れ る わ け ではない。 し た が っ て 、 小規模化 し で も 十分実現が可能 と な る 教育の

魅力化策に準備の重点が置かれ、 そ こ に教員 の専門性が発揮 さ れる べ き で あ る 。 そ こ で、 筆者

は、 手の 回 ら ない教育課程開発への方策 を模索 し、 新た な学校づ く り において教員のカが最大限

に発揮でき る 仕組みを整備する こ と が 、 学校再編の真の 目 的達成につ な が る と 考えた。

2 研究の方法
( 1 ) 先行事例の聞査
学校規模、 地域、 校種な どの条件 の 中 か ら 、 E 県 F 町教育委員会 ・ F 中学校、 G 県W ・ I 小学

校、 J 県U 市教育委員会、 G 県H 中 学校の事例に注 目 し、 推進役 と な っ た人物への 聞 き 取 り 調査

を実施 した。 聞 き 取 り 調査 か ら は、 以下の 9 つ の示唆を得た。 ①保護者や地域の意見やニーズを

踏ま え た再編案、 ②保護者や住民 と の合意形成、 ③生徒へのイ ンセ ンテ ィ プ、 経費の試算 を踏ま

えた再編案、 ④計画的な人事異動、 加配の活用、 新た な人員配置、 ⑤ リ ーダー シ ッ プ、 全教職員

の意識統一、 ⑥吸収合併ではない統合新校を創 る イ メ ージ、 ゼ ロ ベース か ら の検討、 ⑦児童生徒

や保護者の要望、 保護者や地域 と の合意形成、 ⑧地域の活力 と 再編、 学校の跡地利用 、 ⑨中核教

員の計画的な人事異動、 統合加配 と 事務局への人員配置について で あ る 。

( 2  ) 下 回の学校再編の課題
先行事例か ら 明 ら かに な っ た こ と は、 行政 と 学校 を術敵的 に捉えて準備 を構想す る視点や役割

の欠如 で あ る 。 筆者が感 じた教員 の 当 事者性の 問題について も 、 両者の強みを生かそ う と する コ

ーデ ィ ネー タ ーの視点や役割の不足に よ っ て 生 じ て いた こ と が推測で き る 。

そ こ で、 筆者は、 行政 と 学校の両者をつな ぐ役割の一部を担い、 教員が主体的に学校づ く り

に参画す る た め に必要な視点や仕組みを提案する こ と で、 よ り 発展的な学校再編の在 り 方 につい

て考察する こ と と した。
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意見交換か ら は、 「何か」 と は人間力 で あ る こ と が看取 さ れ、 学校段階で人間力 を育む た め に

は、 世界観を広げ多様な価値観に触れる機会、 選択する機会、 夢を芽生 え さ せ る 仕組みな どが必

要 で あ る こ と が整理さ れた。 ま た、 学校の在 り 方については、 伸び伸び と 力 を発揮す る た めの安

心感、 夢やや り たい こ と が芽生え る よ う な仕掛け 、 あ ら ゆ る 面で子 ど も た ち を刺激する よ う な環

境が必要であ る と 整理 さ れた。 35 歳の地元住民 に も 生徒 に も 共通 して必要 な も の と は、 自 分の

力 が発揮でき 自 分の存在が認め られる 「居場所」 で あ る と い う こ と が 明 ら か と な っ た。

6 未来の下回創造 プ ロ ジ ェ ク ト部会の効果
PJT 部会の効果を調査する た め 、 部員に対 してイ ン タ ビ ュ ー調査を実施 した。 以下には、 そ の

一部 を抜粋 し考察を述べ る。

表4 T 1 教諭へのイ ンタ ピ ュ ー調査よ り 一部を抜粋 (2018. 1 0 .  2) 

ほかの部会だと、 4 校を 擦 り 合わせる と い う 思考 に な り やす い と 思 う け ど、 こ の部会は、 子供のため に 新 し く 何かをやろ

う っ て言いだ しやすい。 言 っ て も 許 さ れ る 、 発言 し やす い し、 提案 しやすい。 そ れが実現す る か ど う かはわか ら な い け ど、

そ う いっ た と こ ろ が違う と 思 い ま す。

表 5 T 2 教諭へのイ ンタ ビ ュ ー調査よ り 一部を抜粋 (2018. 10.  2) 

思考方法を共有 し た こ と が面白 か っ た し、 保護者や地域の方と課題を共有で き る こ と は い い こ と だと思い ます。 教員が持ち

えない視点の発見につながる と思い ます。 また、 休日 に下田の街に出かける よ う にな り ま した。 カ メ ラ を持ち出 し て散歩する

よ う にな っ た し、 コ ン ビヱに行 く だけ じ ゃ な く て ち ょ と街を歩いてみよ う 、 街 を よ く 見てみよ う と い う 意識にな り ま した。

表 6 K部会長へのイ ンタ ビ ュ ー調査よ り 一部を披粋 (2018. 10.  2) 

車に例えて言 う な らば、 生徒指導部会は、 生徒指導のギアに入れて走ら な ければいけない。 し か し、 PJT部会は、 あ る 意味

ニ ュ ー ト ラルポジシ ョ ン。 だから、 必要に応 じていろいろなギアに入れられるのが魅力。 ど こ かに偏って し ま う と こ の部会の面

白 さ を な く し て し ま う 。 生徒、 保護者、 地域を イ メ ージ して考え、 色々 な教育活動を総合的に提案する こ と ができる。

部員に対 して行っ たイ ン タ ビ ュ ー調査か ら は、 PJT 部会の意義、 位置づ け 、 思考方法、 進め方

が効果的な方策 と して機能 してい る こ と が確認でき る 。 ま た 、 教員が新たな学校づ く り に主体的

に参画す る た め の意識の醸成や、 参画の機会創生への期待につ な が っ て い る こ と が看取で き る 。

表 7 K部会長の発言よ り 一部を抜粋 但019. 1 . 15)

HSさん(筆者) か ら は、 統合準備委員会の中に、 新たな発想や思考に よ る PJT部会が一つあ る こ と に よ り 、 その他の部会に ピジ ョ

ンを広げられる と い う 提案だった。 HSさんの立場の設置については、 その他の教職員に ビジ ョ ンを ど う 広げてい く か と い う こ と

や、 教員、 保護者、 地昧 行政を ど う コ ーディネー 卜 して い く のか と い う ま と め役目 と しての必要感や期待感があ り ますね。

行政 と 学校の両者をつな ぐ立場や役割の重要性が述べ られ、 開発的な人員配置が示唆 さ れ る 。

7 今後の統合準備の展開
下 岡 市が新中学校開校 に 向 け て 取 り 組むべ き 課題は、 学校再編を契機 と して魅力 あ る 教育活

動 を ど う 生み出 してい く かである。 こ れま で PJT 部会では、 未来の下 回やそれを担 う 地元住民の

姿について話 し合っ て き たが 、 新た な学校の教育課程の開発にま で踏み込んだ議論には至っ て い

ない。 今後は、 よ り 具体的な取組を ど う デザイ ン してい く か と い う 議論が進むにつれ、 法制度、

教育課程、 学習指導要領 について よ り 高度な専門性が必要 と な っ て く る。 そ こ で、 ①専門人材か

ら の支援 を得なが ら教育課程の開発が行 え る よ う な環境整備 と 、 ②統合準備 を構想す る 場に学校

と 行政をつな ぐ視点や役割 を持っ た人員配置の必要性が示唆 さ れ、 2 点の整備が急がれる。
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